










































































































2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
次長級以上 18.9% 18.7% 17.8% 17.6% 16.2% 17.0% 17.5% 17.5% 17.8% 17.2% 17.9% 17.3% 18.3% 18.0% 17.8% 17.5%
課長等 32.1% 31.6% 28.7% 27.6% 27.6% 27.5% 27.9% 27.6% 26.0% 24.8% 23.9% 24.9% 23.8% 23.6% 23.8% 24.3%
その他 49.0% 49.7% 53.5% 54.8% 56.2% 55.5% 54.7% 54.9% 56.3% 58.0% 58.2% 57.8% 57.9% 58.4% 58.4% 58.2%




51国と自治体の人事交流に関する一考察 ─ 総務省調査「国と地方公共団体との間の人事交流状況」のデータをもとに ─
表2　国から市町村への出向状況（ポスト別割合）
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
次長級以上 42.4% 45.6% 52.6% 53.2% 52.0% 51.2% 50.6% 53.7% 56.8% 56.1% 55.9% 55.7% 55.8% 57.2% 59.5% 59.4%
課長等 14.2% 13.9% 15.3% 17.8% 18.1% 21.2% 21.5% 17.9% 17.0% 17.7% 18.0% 21.0% 20.8% 19.7% 17.2% 17.1%
その他 43.4% 40.5% 32.2% 29.0% 29.9% 27.6% 27.9% 28.4% 26.3% 26.2% 26.1% 23.3% 23.4% 23.1% 23.3% 23.5%





















2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
室長級以上 2.0% 1.9% 1.7% 1.5% 1.1% 1.5% 1.2% 0.9% 0.7% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.2% 0.2%
課長補佐級 30.1% 30.0% 29.1% 29.5% 28.9% 28.5% 28.1% 29.8% 30.9% 30.0% 29.0% 27.6% 26.7% 27.2% 27.0% 26.4%
その他 67.8% 68.1% 69.2% 69.0% 70.0% 70.0% 70.8% 69.3% 68.4% 69.9% 70.9% 72.3% 73.2% 72.6% 72.8% 73.4%
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表4　市町村から国への出向状況（ポスト別割合）
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
室長級以上 0.0% 0.0% 1.5% 1.4% 1.3% 0.0% 0.0% 0.6% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
課長補佐級 14.5% 14.9% 14.7% 14.4% 11.8% 14.4% 13.9% 11.7% 11.0% 9.3% 9.1% 7.9% 8.6% 9.7% 9.6% 9.1%
その他 85.5% 85.1% 83.8% 84.2% 86.8% 85.6% 86.1% 87.8% 87.8% 90.7% 90.9% 92.1% 91.4% 90.3% 90.4% 90.9%











































55国と自治体の人事交流に関する一考察 ─ 総務省調査「国と地方公共団体との間の人事交流状況」のデータをもとに ─
自治体の人事交流の実態についてさらに解明するため、今後、省庁ごとのデー
タなどより詳細なデータの分析、そして定性的データとの接合も加え、さらに
研究を発展させていくことが今後の課題として考えられる。
　また、本稿は記述的研究が中心であり、要因についての因果的推論を行う研
究については別論に委ねられる。国と自治体の人事交流の実態について明らか
にしたうえで、その要因についての分析も加え、さらに解明を深めていくこと
も今後の課題である。
　1990年代以降、地方分権が大きな政策テーマとなり、国と自治体の関係が
大きく変化してきているところであるが、自治体の人事行政において、また国
と自治体の関係においても重要な問題である国と自治体の人事交流の問題につ
いて、今後もさらなる注視と検証が必要である。
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